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マンション学　第18号（2004年）

不動産登記のオンライン申請と真実性の確保

七戸克彦＊

1考察の基本視点

　本稿は、今回予定されている不動産登記法の改

正内容のうち、とくにオンライン申請において従

来要求されていた書面に代えて提出すべき情報を

めぐる問題に焦点を絞って考察を加えるものであ

る1）。

　しかしながら、他の個別論点についての検討と

同様、この論点に関しても、（1）今回の法改正がい

かなる経緯に基づき生じたものか（通時的視点）、

また、（2）その結果生じたところの今回の法改正の

全体像はどのようなものか（共時的視点）を常に

心に留め置き、この2つの文脈の中に個別論点を

位置づけることを心がけなければ、議論は、現実

と懸け離れた空疎なものとなる。そこで、以下で

はまず、これら具体的考察の際に必要不可欠な2

つの基本視点につき、前提確認をしておくことに

する。

（の今回改正に至るまでの経緯

　周知のように、現在のわが国の不動産登記制度

は、①帳簿すなわち登記簿と、②不登法17条の地

図・建物所在図その他の図面の2つから構成され

ている。しかしながら、従来においては、これら

①帳簿（登記簿）および②地図の両者に関して、

（a）事務処理の非効率性・利用者側の非利便性と、

（b）実体関係を反映する蓋然性の低さが、問題点と

して指摘されてきた。

　そこで考えられたのが、従来の紙ベースの帳

簿・地図をコンピュータ化することにより（a）事務

処理の効率化を図ることであって、①帳簿（登記

簿）に関するコンピュータ・システムは「登記情

報システム」、②地図に関するそれは「地図情報

システム」と呼ばれる。

　このうち、①「登記情報システム」については、

昭和63年法改正により、キーボード入力による磁

気ディスクへの保存と、そのプリントアウトによ

る証明書の発行が実施に移された後、平成12年に、

従来の登記所での閲覧制度に代わって、オンライ

ンにより登記を閲覧することのできる「登記情報

提供システム」、ならびに、各登記所をオンライ

ンで結合し、管轄を越えた事務処理を行う「登記

情報交換システム」が開始された。

　一方、②「地図情報システム」に関しては、作

業が若干遅れ、その前段階であるコンピュータを

用いた地図の入力ならびに保存を行う「地図管理

システム」（登記情報システムにおける昭和63年

法改正の内容に相当するもの）が、平成7年によ

うやく実施に移され、現在は、これを「登記情報

システム」と連携させるシステム（通常「地図情

報システム」という場合にはこのシステムを指

す）の導入実験：中の段階にある。

　しかしながら、②地図に関する作業は、①登記

に関する作業と対比した場合、その基本方針にお

いて、決定的に優れている。それは、（a）コン

ピュータ化と併行して、（b）法17条地図の作製作業

が強力に推進されていることであって、これは、

上述した、（a）事務処理の効率化・利用者の利便性

向上の要請と、（b）真実性向上の要請を、有機的に

関連づけながら対処しようとするものである。と

ころが、①登記に関しては、かかる視点が完全に

欠落しており、今回改正においても、（a）利便性向

上の要請を満たすことにより、（b）真実性が低下す

るのではないか、という形の後ろ向きの議論はな

されても、これを機会に（b）真実性を向上させよう、

との積極的な発想は、ほとんど見出されなかった。

　今回の不登法改正は、以上のような歴史的経緯

の延長線上にあり、改正内容の中心は、①「登記
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情報システム」に関して、乙号事務のオンライン

化まで進んだ現段階から、甲号事務（申請事務）

のオンライン化の段階まで歩を進めるとともに、

②「地図情報システム」に関しても、オンライン

登記申請の際に不可避的に必要となる地図・図面

のオンラインでの提出方法に関する条文を整える

ことにある。

　なお、以上に述べた①「登記情報システム」・

②「地図情報システム」は、登記制度の電子化に

とって、過渡的な中間形態にすぎない。意図され

ている電子化の最終到達目標は、両システムを統

合したうえ、さらに、これに法務省以外の府省の

保有する種々の不動産情報を加えた全情報を一体

化したデータベースを作成し、その閲覧や申請を

一元的に処理する「不動産情報システム」の構築

にある2）。

（2）　今回改正の全体像

　しかしながら、今回予定されている法改正の内

容は、以上のような電子化の側面にとどまらない。

立法担当者は、今回の機会を捉えて、電子化以外

の懸案事項に関しても、あわせて改正を行う意図

を有しており、その内容は、以下の3つの側面に

分かれる。

　（i）その1は、法文の現代語化・口語化の一般

的要請を受けたものであり、不登法もまた、今回

改正を機に、全文ロ語体に改められる（後述「要

綱（骨子）第二の一」。なお、民法に関しても、

すでに作業が完了している口語化への改正法案が、

不登降と同時に国会に上程される予定と灰聞す
る）。

　（ii）その2は、今般進行しつつある担保・執行

法制の改正に対応するものであり、執行妨害に利

用されることの多かった予告登記の廃止が予定さ

れている（後述「要綱（骨子）第二の四」）。

　（iii）その3は、不藩法に関する従来型の個別改

正と同趣旨のものであり、登記実務の現場で問題

となっていた職権更正ならびに審査請求の手続の

不備を改めるものである（後述「要綱（骨子）第

二の五」）。

　今回改正は、電子化関係の変更が大規模になる

ことに加えて、上記（i）条文を現代語化することな

どから、まったくの新法（新「不動産登記法」）

第4分科会　不動産登記法の改正と電子情報化

制定方式が予定されているが、しかし、上に見た

ように、電子化以外の実質的な改正個所は・昨今

問題とされている緊急課題についてのみ、応急措

置的な対応をするだけのものとなっており・した

がって、改正法（新法）の大半は、ただ単に現行

不登法の文言をそのまま口語化しただけのものに

なる。

　のみならず、改正の眼目であるはずの電子化に

関しても、（a）利便性向上との関係では、法案の可

決成立を容易化させようとするあまり、旧来の制

度の存続を願う勢力との間で妥協に妥協を重ね・

その結果、オンライン化によって本来ならば得ら

れるはずのメリットを大きく減殺するような内容

になってしまっている。他方、（b）真実性向上の側

面に関しても、すでに触れたように、立法担当者

は、オンライン申請下での真実性につき、従前の

法制度より低下しないよう配慮する、という低い

目標設定にとどめ、これを現在以上に向上させる

ことに関しては、反対派が法案成立阻止に回るの

をおそれ、見送ることにした。

　不動産登記の電子化の研究が開始されたのは・

日本が高度成長期にあった昭和40年代であったが・

当時は無謀ともいえるこのプロジェクトに予算措

置をつける活力がわが国にはあった。この時代の

積極性が、日本語ワードプロセッサの開発という

副産物を生み出しながら、現在の電子登記簿制度

の実現を可能にしたのである。ところが、バブル

崩壊後、急速に国力の衰えつつある今日の日本に

おいては、新たな制度への移行を嫌う守旧的ムー

ドが蔓延している。もっとも、かかる傾向は・バ

ブル崩壊の直撃を受けた不動産業界に限られるも

ののようで、「e．Japan戦略」（日本を世界最先端

のIT国家にすることで、衰退しつつある国力の

立て直しを図ろうとする国家政策）の足を引っ

張っているのは、不動産登記のみといってよい3）。

2002年にアメリカのブラウン大学の研究所が分析

した電子政府の世界ランキングにおいて、日本は・

バヌアツ、バーレーン、カタール、バチカン、メ

キシコ、トーゴと並んで世界12位に甘んじてい

た4）。一方、事柄を不動産登記に限ってみても・

（a）コンピュータ化では後発の韓国が2001年に電子

化への完全移行を成し遂げてわが国を抜き去り5）・
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また、カナダ、イタリア、オーストラリア、ニュー

ジーランド、シンガポールは、すでにオンライン

申請を実施済み、オランダ、スペイン、フランス、

イギリスも、1～2年内の実施を予定している6）。

しかも、これらの諸外国の法制度は、（b）登記の真

実性担保の側面においても日本よりはるかに充実

しているから、結局、日本の不動産登記制度は、

今回のような改正内容では、現在の世界水準から

さらに後れをとることになるであろう。（a）電子化

と（b）真実性担保手段の抜本的改善により、日本の

不動産取引制度が世界最先端の安定的で信用のお

けるものになれば、企業保有の資産の価値は間接

的に上昇し、投資も回復・促進されることは、誰

もが承知しているのであるが、反対派の主張を見

る限り、今の日本には、もはや、そのような大手

術に堪iえられるだけの体力はない。

　しかしながら、たとえ不十分な改正であるとし

ても、しないよりはまし、との基本発想に、今回

の改正は立脚している。この点は、平成15年9月

10日の法制審議会第141回総会諮問第65号を受け

て、10月3日、10月29日、11月26日の3回にわたっ

て開催された不動産登記法部会においても同様で

あり、同部会は、結局、実現可能な妥協点として、

立法担当者の提示した「不動産登記法の改正につ

いての要綱（骨子）」の内容を全面的に了承した。

本稿を執筆している平成16年1月段階における今

後の予定は、同年2月10日の法制審議会第142回

総会にて上記部会での検討を踏まえた審議が行わ

れ、その答申を受けて、同年の通常国会に所要の

法案を提出することが予定されているが7）、以上

のような経緯から、「要綱（骨子）」で述べられた

事項以外の内容が、今後新たに盛り込まれること

は、まずないものと推測される。

2　真実性確保に関する総論的問題

　以上の点を念頭に置きつつ、以下、現行35条お

よび49条の改正問題の検討に入る。

　前記「要綱（骨子）」に関する法制審議会不動

産登記法部会での中心論点は、「本人確認手続に

関する問題」「登記原因を証する情報に関する問

題」の2つであったが、これら各論的問題の検討

に入る前に、登記の真実性担保手段に関する総論
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的問題として、以下の2点を指摘しておきたい。

（1）　予防法学的な視点の欠落

　登記の有効要件は、（a）実質的要件（物権変動の

実体的要件を備えていることと）、（b）形式的要件

（登記法の要求する手続的要件を備えていること）

の2つから成り立っている。したがって、登記の

真実性を確保するためには、登記申請に際して、

この2点に関する審査が必要であるところ、これ

に対する基本的姿勢は、諸外国と日本とでは、

まったく異なる。

　すなわち、フランスやドイツでは、登記申請の

際に要求される書面の真実性が、公証人によって

担保されており、その結果、フランスでは、対抗

要件主義の規定の存在にもかかわらず、実際には

二重譲渡はほとんど起きず、ドイツでも、公信力

の規定が、実際に適用された事案はほとんどな
い8）。

　これに対して、日本においては、登記申請の際

に提出される書面の真実性に関する人的担保制度

が存在しない。その結果、当事者にとっては、申

請それ自体は簡便であるが、それと引き換えに、

不実の登記とそこから生ずる紛争の発生率が極端

に高くなる。このリスクに対する日本法の基本的

なスタンスは、原則は当事者の自己責任であると

したうえで、あまりに酷な事例については、裁判

制度を通じた救済を行う、というものであり、そ

の結果、日本においては、裁判規範の側面におい

て、二重譲渡の法的構成や、94条2項類推適用法

理といった、フランスやドイツには見られない、

極端に精緻な法理論が発展することになった。

　この点に関しては、以前から、予防法学的な観

点を取り入れた立法の必要性が説かれており、今

回改正においても、この点を指摘する向きもあっ

た。しかしながら、立法者は、現行法制度よりも

申請書における利用者の負担を増やすことに対す

る反対をおそれ、この点に手を加えることはしな

かった。

　筆者は、いつも、この論点を読むにつけ、アン

ドレ・ジイドの小説の冒頭にも引用される聖書の

次の一節を思い出す。「力を尽くして狭き門より

入れ。滅びに至る門は大きく、その道は広い。そ

して、そこから入る者は多い。生に至る門は狭く、



その道は細い。そして、それを見出す者は少な

い」（ルが伝第13章第24節）。

（2）　取得原因の有効性確認制度の手薄

　第2に、登記の有効要件の中でも、事柄を、実

質的有効要件である実体的な物権変動の審査に限

定するならば、登記に公信力を認めない日本法に

おいて、これから物権を取得しようとするYは、

①登記名義人Xが真実の権利者であるかどうかを

調査しなければならない。そして、このXとの間

で②有効な契約を結んではじめて、Yは物権を取

得することができる。

　ところが、この前主Xが権利者であるためには、

①その前主Wが真実の権利者であり、かつ②WX

問に有効な物権変動原因が存在しなければならな

い……、というように、当事者側では、①の本人

確認と、②の取得原因の有効性確認を、時効取得

その他の原始取得が起こるまで、延々と遡らなけ

ればならない。と同時に、この2点は、登記官の

側でも、登記の実質的有効要件の具体的な審査内

容となる。

　ところが、今回の改正は、①の本人確認に関し

ては比較的手厚いのに比して、②の取得原因の有

効性確認に関しては非常に手薄な印象を受ける。

　これは、本稿冒頭で触れた今回改正の基本姿勢

と関連する。今回の改正は、要するに、最近登記

実務において顕在化している問題に限定して応急

措置を施すものにすぎない。そして、物権変動の

審査の側面で、実務の現場で近時論議を呼んでい

るのは、登記名義人への成りすましによる不正登

記の事例であって、この場合には、②の取得原因

の有効性は問題とならず、手当てすべきは、①の

本人確認の側に限られてくることが、今回改正の

基礎にある。

　もっとも、法務省の調査によれば、平成12年度

から14年度までの3年間に起きた第三者による不

正登記事件の数は、わずか69件であるという9）。

これに対して、この3年間の全登記事件数は

5，538万4，141件であるから、そのうちのわずか69

件のために大々的な法改正を行うというのならば、

②の取得原因の有効性確認の甘さから生ずる不実

登記の発生件数は、はるかに多いのであるから、

この点もきちんと手当てすべきなのに、この点は

第4分科会　不動産登記法の改正と電子情報化

不十分である。その理由は、②の取得原因に関し

ては、当事者XYが納得ずくで虚偽の申請を行っ

ているため、当事者間では紛争が生ぜず、社会問

題化しないからである。

　以上を要するに、今回改正における①本人確認

と②登記原因の有効性確認の制度問のアンバラン

スは、とりあえず昨今社会問題化している部分だ

けを緊急的に処理するにとどめようとする、前里

改正の基本的姿勢が、顕著に表れた部分のように

見受けられる。

3　本人確認

　次に、各論的考察として、上記登記の実質的有

効要件のうち、まず、①本人確認に関する改正内

容から検討を加えてゆくことにする。

（1）本人確認制度の代替手段

　現行法における本人確認制度は、（A）公の申請手

続一般につき要求されている（a）住居証明書（細則

41条）と（b）印鑑及び印鑑証明書（細則42条等）と、

（B）不動産登記の申請に固有の本人確認制度である

（c）登記済証（35条1項3号）および（d）出頭主義

（26条）の下でなされる登記官の対面審査（49条

3号）の、合計4つから成り立っている。

　しかしながら、オンライン申請においては、こ

のうちの書面審査KaXbXc）に関しては、オンライン

で送信可能な電子情報に置き換える必要がある。

他方、（d）登記官の対面審査手続は、今回改正にお

いて出頭主義を全面廃止する結果（「要綱（骨子）

第一の二」）、オンライン申請のみならず、従来型

の書面申請（窓口申請に郵送申請が新たに加わる

ことになる）においても改められなければならな

いQ

　改正法は、このうち（A）行政手続一般に要求され

ている上記（aXb）の2つに関しては、他の行政手続

と足並みを揃えて、政府認証基盤（GPKI）によ

る電子署名・電子証明に変更することとし、他方、

（B）不動産登記に固有の本人確認制度のうち、（d澄

記官の対面審査に関しては、現行49条3号を承継

した対面審査権限に関する条文を設置することと

した（「要綱（骨子）第一の七」）。これら（a）（b）（d＞

に関しても、種々の問題が存在するが、しかし、

最大の論議を呼んだ点は、（c）登記済証の代替手段
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であり、「要綱（骨子）」によれば、これは、次の

ような内容になっている。

　すなわち、第1に、従来の紙ベースの登記済証

に替えて、物理的な媒体を持たないパスワード方

式の登記識別情報を交付する（原則）。

　第2に、このパスワードを忘失した場合には、

従来登記済証がない場合に用いられていた44条の

保証書制度（保証人2名によって登記義務者が本

人であることを保証する制度）が、成りすましの

温床となっていたことから、これを廃止し、その

代わり、登記名義人の住所に登記申請が行われて

いる旨を通知する44条の2の事前通知制度をいっ

そう充実させた制度で補う（例外1）。

　第3に、この事前通知制度に対するさらなる例

外として、資格者代理人（司法書士・土地家屋調

査士・弁護士が予定されている）が本人に間違い

ない旨を確認した情報（本人確認情報）を提出し

た場合には、事前通知の制度を省略することがで

きる（「要綱（骨子）第一の四・五・六」）（例外

2）。

（2）登記済証の代替手段

　ところが、登記済証の機能は、上で問題となっ

ている本人確認機能だけではない。したがって、

今回、登記済証を廃止した場合には、上記本人確

認制度の新設のほかに、登記済証のもつ他の機能

を代替する制度も新たに設ける必要がある。

　では、登記済証の有する多面的機能の具体的内

容とは何か。今回改正の立法担当者は、これには、

上記①本人確認機能のほかに、②登記完了通知機

能、③代金決済機能があると理解し、②について

は登記完了通知（「要綱（骨子）第一の四（注

3）」）、③については登記識別情報の有効証明

（「要綱（骨子）第一の四3」）を、代替手段とし

て用意した。つまり、今回改正では、登記済証と

いう1つの制度を廃止して、3つの制度を新設す

る、という、非常に効率の悪い立法の仕方を行っ

たことになる。

（3）　将来予測

　なお、従来型の窓口申請（書面申請）に関して

も登記済証は廃止されるが、その結果、窓口申請

の場合には、①本人確認機能の代替制度である登

記識別情報は、登記識別情報を印刷した部分に目
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隠しシールを貼った書面形式での交付が予定され

ている（「登記識別情報通知書」）。これは従来型

の登記済証と何ら変わるところがない。一方、③

の代金決済機能を担うところの「登記識別情報有

効証明」もまた、おそらくは書面形式で、しかも

その発行は有料とされていることから、改正法に

おける登記申請手続は、現行法よりも、むしろ当

事者に負担が大きいものになる。

　その結果、改雨後の将来予測としては、まった

く正反対の2つのシナリオが考えられる。

　その1は、改正法の結果、申請人はオンライン

申請の側に誘導される、という予測である。とい

うのも、登記識別情報は、①再発行されず、また、

②失効させる手続や、③最初から発行しないとい

う選択肢も認められている。その結果、パスワー

ドの忘失をおそれる申請人は、登記識別情報を利

用しない、という選択肢を選ぶであろう。その場

合、第1次的には、上述した（例外1）事前通知

の制度が適用されることになるが、しかし、負担

の重いこの制度は、申請人・登記所の双方から敬

遠されるであろうから、申請人は、（例外2）資

格者代理人による本人確認情報を利用するように

なり、将来的には、ほとんどの当事者が、この制

度を利用することになって、そもそも今回改正に

よって登記識別情報などという制度を創設する意

味はなかったことになる、というのが、第1のシ

ナリオである。

　これに対して、第2のシナリオは、さらに皮肉

なものである。すなわち、登記申請時に代金決済

をするためには、登記識別情報有効証明がどうし

ても必要となるが、これにかかる費用を節約しよ

うとする当事者は、オンライン申請を避け、窓口

申請の場合に交付される登記識別情報通知書を求

めて、窓ロ申請の側に流れる。パスワードの忘失

をおそれる当事者に関しても同様である。その結

果、最悪の場合には、せっかく導入したオンライ

ン申請は、結局、ほとんど利用されないまま終わ

る。あるいは、そこまでは至らなくとも、登記識

別情報通知書あるいは有効証明という書面が、新

たなる登記済証となっただけの話であって、これ

は、現行法制度と何ら変わるところはない。今度

は、これらの書面の偽造による成りすまし事例が



発生するだけの話である、というのが、第2の将

来予測である。これは最悪のシナリオであるから、

絶対に避けなければならないが、しかし、改正内

容を見る限り、こちらのシナリオに流れる公算が

大きい。制度設計に関する確固たる哲学をもたず、

各方面からの要望をそのまま受け入れた寄せ集め

の改正法の行方が興味深い。

4　取得原因の有効性確認

　次に、もう一方の登記の実質的有効要件である

「取得原因の有効性確認」の側に入る。

（唾）　取得原因の有効性確認制度の代替手段

　この点につき、改正法で予定されている代替手

段に関する基本的スタンスは、表示登記と権利登

記で大きく異なる。すなわち、表示登記に関して

は、資格者代理人（土地家屋調査士）による申請

を念頭に置くのに対して、権利登記に関しては、

あくまでも本人申請にこだわり、資格者代理人

（司法書士等）による申請に対して、表示登記に

おける土地家屋調査士に対するような全幅の信頼

を置いていない。

　（a）表示登記

　表示登記に関しては、35条1項2号の＝登記原因

証書や4号の第三者の許可証書等の提出は不要と

解されているが、その代わり、①図面（土地の場

合には地積測量図と土地所在図、建物の場合には

建物図面と各階平面図）、ならびに、②申請人の

所有権を証する書面の2つの提出が要求される

（土地につき80条2項、建物につき93条2項）。こ

のうち、①図面の電子データをオンラインで送信

する点も、先に触れたように、今回改正の1つの

眼目ではあるが、ここでは、権利登記と対比する

関係上、②所有権を証する書面の側に論点を集中

することにする。

　この②所有権を証する書面の具体的内容は、不

動産登記事務取扱手続準則で細かく定められてお

り、土地については、公有水面埋立法22条の規定

による竣工許可書、官公署の証明書その他申請人

の所有権が推認できる書面（準則121条）、建物に

ついては、建築基準法6条の規定による確認およ

び同法7条の規定による検査のあったことを証す

る書面、建築請負人または敷地所有者の証明書、
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固定資産税の納付証明書その他誌請人の所有権の

取得を証するに足る書面（準則147条1項）であ

る。さらに、実際には、以上の法定の必要的添付

書面のほかに、土地家屋調査士が作成する現況調

査報告書とその裏付け資料などの任意的添付書面

が提出されることもある。

　したがって、オンライン申請においては、これ

らの種々の書面のすべてを逐一電子化し、かつ、

それらの1つ1つにつき原本である書面の作成者

の電子署名と電子証明書を添えて送信しなければ

ならないことになるが、これは申請人にとって過

酷な負担となる。そこで、「要綱（骨子）」は、こ

れらの種々の情報を統合した形の「原本である書

面の写しに相当する情報」の提出で足りることと

した（「要綱（骨子）第一の九」）。

　この統合型の情報の作成者につき、「要綱（骨

子）」は、とくに制限を加えていない。しかし、

実際には、表示登記の申請のほとんどを行ってい

る土地家屋調査士が念頭に置かれており、この点

に関する法制審議会不動産登記法部会での論点表

も、「表示に関する登記における土地家屋調査士

作成の調査報告書について」というものであった。

　（b）権利登記

　これに対して、権利登記の場合に、所有権を証

明する書面に対応するのは、登記原因証書である

が、周知のように、この登記原因証書をめぐって

は、従来から、廃止論と強制論という、まったく

正反対の立場が存在していた。

　このうち登記原因証書廃止論は、実際に提出さ

れてくる登記原因証書は、売買契約書そのもので

はなくして、登記申請のためだけに新たに作られ

る書面（処分証書、売渡証書なる書面）であるこ

と、また、登記所の側でも、売買契約書だけが提

出されたような場合には、それだけでは所有権移

転時期が明確にならないため、申請を却下してい

ることを理由に、登記原因証書がない場合の処理

である40条の申請書副本の提出の側で一本化させ

るべきとする見解で、この見解は、申請書そのも

のの中に当事者の物権変動意思を見出すドイツ法

の立場と類：似している。

　これに対して、登記原因証書強制論は、フラン

ス法と同様、一定の資格者（フランスの場合には
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公証人であるが、わが国では司法書士が想定され

ている）が、当事者の物権変動意思を審査・確認

したうえで作成した証書の提出を義務づける立場

である。

　この点につき、今回改正では、登記原因証書廃

止論の主張を排して、申請書副本による申請制度

を廃止し、従来の書面形式での登記原因の証明を、

電子データの形で要求することとした（登記原因

証明情報。「要綱（骨子）第八」）。しかも、この

登記原因証明情報は、物権変動の要件事実に該当

する具体的事実を確認することができる情報でな

ければならないとされている。したがって、この

限りでいえば、改正法の内容は、フランス型の制

度とよく似ている。

　しかしながら、この制度が、フランス法とまっ

たく異なっているのは、（1）第1に、登記原因証明

情報の具体的内容として、売買等の契約書あるい

は電子契約書を必ずしも要求しない点であり、（2）

第2に、作成者に関して、フランスの公証人のよ

うな物権変動の真実性の人的担保制度を想定して

いない点である。

（2）　登記原因証明情報の具体的内容

　そこで、まず、登記原因証明情報の具体的内容

から検討するならば、上述のごとく、改正後にお

いても、売買契約書あるいは電子契約書そのもの

の提出は必ずしも要求しないこととされた。これ

は、表向きは、申請人の負担になるとの理由に

なっているが、その背後には、売買代金額を知ら

れたくないという実務側の要望が控えている。だ

が、売買代金額の記載されていない契約書は、果

たしてそれが売買であったのかが疑われるほか、

代金支払時に所有権が移転する旨の特約が付され

ている場合に、領収証の提出に代えて売渡証書を

提出させるだけで十分な審査といえるのか、非常

に疑問がある。

　また、その一方で、従前どおりの登記事務に従

うならば、たとえ売買契約の電子証明書を提出し

たところで、それだけでは登記申請は受理されな

いから、申請人としては、物権変動が生じたこと

を証明するありとあらゆる情報をかき集め、これ

を電子化して送信しなければ安心できない。また、

繰り返しになるが、ここでは、従来の売渡証書・
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処分証書に相応する電子情報を送信するだけでは

足りない。というのは、この点に関しては従来の

登記実務と異なり、登記原因証明情報は、物権変

動の要件事実に該当する具体的事実を確認するこ

とができる情報でなければならないとされている

からである。もっとも、この点は、どこまで厳格

に運用されるかは定かではない。結局、現在と同

程度の審査が行われるとなれば、今回改正の本質

は、ただ単に、従来の申請書副本の制度を廃止し

た、その1点だけに求められることになろう。

（3）登記原因証明情報の作成者

　立法担当者は、登記原因証明情報の種類に限定

を加えることに対して、それが民法の意思主義の

立場に反するとの理由から、強く反対した。しか

しながら、意思主義の母法であるフランス法にお

いても、登記法の領域では、公正証書の形式で登

記原因を証明しなければ、登記申請は受理されな

いのであるから、立法担当者の上記説明には、説

得力がない。にもかかわらず、それを承知のうえ

で、立法担当者が頑強に反対する真の理由は、フ

ランス型の制度の導入を主張しているのが司法書

士であるためと推測される。

　この点は、表示登記に関する土地家屋調査士の

役割との対比からも看取される。登記原因証明情

報の種類に何らの限定も加わらない結果、申請人

は、多種多様な証拠につき、その1つ1つについ

て、原本を電子化し、さらに原本作成者の電子署

名・電子証明書を入手するという、過酷な負担に

追い込まれる。これは、表示登記に関する所有権

を証する書面の電子化と、まったく同じ状況であ

る。ところが、改正法は、表示登記に関しては、

所有権を証明する種々の書面を土地家屋調査士が

審査のうえ整理・統合した「原本である書面の写

しに相当する情報」の提出を認めておきながら、

権利登記に関して、これと同様の制度を導入する

ことを否定した。これは、要するに、土地家屋調

査士の審査は信用するが、司法書士の審査は信用

しない、という態度のように見える。

　しかしながら、すでに見たように、本人確認の

側面につき、改正法は、登記識別情報．がない場合

に、資格者代理人が種々の本人確認資料を統合し

た形で作成する本人確認情報の制度を認めており、



そして、この資格者代理人のうちには、弁護士・

土地家屋調査士とならんで、司法書士も含まれて

いる。

　そうであるとすれば、基本的な制度設計として

は、第1に、権利登記に関する登記原因証明情報

の作成者に関しても、資格者代理人による本人確

認煽惑や、表示登記に関する原本である書面の写

しに相当する情報と同様の制度を、司法書士を念

頭に考えるべきであった。また、第2に、実際の

審査においては、本人確認と、意思確認は、不可

分一体的に行われているのであるから、これらを

まったく別個の制度として独立的に把握するのは

不合理であり、したがって、これら3つの資格者

代理人による確認制度一本人確認情報・表示登

記に関する所有権証明情報・権利登記に関する登

記原因証明情報一は、1個の人的な登記の真実

性担保制度として、統一的・一体的に規定すべき

ものであった。

5　法改正以後に向けて

　以上に見たように、今回企図されている改正内

容のうち、（a）電子化に関しては、基本的な制度設

計に関する哲学がないために、オンライン申請の

利点を生かし切れていない。また、（b）登記の真実

性確保に関しても、たかだかそれは、現在の状態

を維持するにとどまり、これを現在以上に高めよ

うとする努力は、まったく認められない。

　もっとも、（a）の点に関していえば、立法担当者

にあっては、たとえどのような形での妥協をしょ

うともオンライン申請は実現させる、との確固た

る哲学は存在していた。その意味では、「e－Japan

戦略」の至上命令に後押しされたとはいえ、今ま

で抵抗勢力の強い反対に遭い、遅々として作業が

進まなかったオンライン申請を、実施にまで漕ぎ

着けた、立法担当者の努力に対しては、相応の評

価が与えられるべきであろう。今回改正は、あく

までも政治的な妥協の産物であり、緊急的な応急

措置であって、そもそも多くを期待すること自体

が誤りだったのである。

　しかしながら、そうであるとすれば、改正前か

ら存在した、（a）登記事務の効率化と利用者の利便

性向上、ならびに、（b）登記の真実性の向上という、
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わが国の不動産登記の抱える2つの課題は、ほと

んど解消されないまま、改正以後にも引き継がれ

たということになる。電子化推進派と、旧制度の

存続を維持する勢力の問の、妥協の産物である今

回改正は、暫定的・過渡的な性格を有するがゆえ

に、おそらくは数年ともたずに再度の改正を必要

とすることになるだろう。そのときのために、上

記（aXb）に関する議論は、改正後においても、従前

とまったく同様に維持・継続され、現段階から着

実な準備を行っておく必要がある。

　さらに、この点との関係では、不動産登記法以

外の法律の側にも、目を向けておく必要がある。

とくに（b）登記の真実性確保との関係で、問題とな

るのが登録免許税法であり、たとえ不登法の側で、

登記申請に際して要求する情報の正確性を向上さ

せ、あるいは登記官や資格者代理人の審査を強化

したところで、申請主義の下では、申請人側の登

録免許税免脱の意図を、税率の平準化等の方策を

通じて無意味化させ、虚偽申請のインセンチィヴ

を失わせない限り、不実の登記はなくならない。

不登臨の整備と、登録免許税法の整備は、いわば

車の両輪であって、どちらが欠けても登記の真実

性を向上させることはでない。

　ところが、登録免許税制の変更に関する税制調

査会の答申は、非常に消極的なもので、その理由

は、（A）不実登記のうち中間省略登記は、登記制度

自体の欠陥に起因していること、（B）登記原因の認

定が書面審査によって行われていること（これは、

正確には、審査に供される書面の真実性が担保さ

れていない、というのが正確なように思われる

が）、の2点に求められている。要するに、不動

産登記の側が、この点を是正しないでおいて、税

制の変更を求めるのは筋違いである、というので

ある。

　したがって、不動産登記の側が（AXB）のような批

判を受けない内容になれば、税制調査会の答申は、

その根拠を失うことになるが、残念ながら、今回

改正内容は、こうした批判に応えられるだけの内

容になっていない。再三述べるように、問題は、

取得原因の有効性確認制度の手薄さにあり、それ

ゆえ、今後近いうちにまた必要に追られるであろ

う不登法の再改正に向けて、とくにこの点に留意
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した万全の検討を行うとともに、その作業と併行

して、とくに不実登記申請のインセンチィヴの完

全解消を目的とした税制改革を行うよう、財務省

側に強く働きかけてゆくべきであろう。

注

1）本論文のテーマに関しては、登記情報494号

　　（2003年）6頁以下「（特集）不動産登記法改正

　　に対する提言・要望」所収の諸論稿、登記情報

　　501号（2003年）27頁以下「（特集）不動産登記

　　法改正一『不動産登記法の改正に関する担当

　　者骨子案』に対する要望一」所収の諸論稿、

　　および、七戸「不動産登記法の改正一その物

　　権変動論に及ぼす影響について一一一」登記情報

　　502号（2003年）4頁。本稿では、誌面の制約上、

　　これらでの引用から漏れた文献のみを挙示する

　　ことにする。なお、その後、日本私法学会（関

　　西大学）にて行われた拡大ワークショップ「不

　　動産登記法の改正一その物権変動論に及ぼす

　　影響について一」における筆者の報告につい

　　ては、私法66号（2004年）に掲載予定である。

2）なお、地図整備に関しては、内閣に設置された

　　都市再生本部において、平成15年6月「民活と

　　各省連携による地籍整備の推進」（平成地籍整

　　備）の方針が決定され、法務省の従来の方針に

　　も一定の変更が加えられることとなった。この

　　点に関しては、後藤博「不動産登記制度を巡る

　　最近の動向」登記研究672号（2004年）10頁以下。

3）「e－Japan戦略」と今回の不登法改正の関係につ

　　いては、宮城安「行政の情報化等に関する政府

　動向について一法務局を取り巻く行：政の情報

　化等に関する政府動向を中心として一一」民事

　　月…報55巻12号（2000年）7頁、七戸「登記申請

　　のオンライン化に関する若干の提言・要望」登

　記情報494号（前掲注1））21頁、七戸・前掲注

　　1）・6頁参照。

4）http：／／www㌔in．sidepolitics．org／PressReleaseO2int

　html小林久起「登記電算化完成」登記情報493

　号（2002年）75頁。なお、小口哲男「IT革命」

　民事月報57巻10号（2002年）5頁によれば、「電

　子政府の普及度を、十分使いこなしているかと

　いう観点で調査した結果、23か国中で17位」だ

　　という。

5）小林・前掲注4）・74頁。なお、黒川裕正「第4

　　回日韓パートナーシップ研修」みんけん（民事

　研修）545号（2002年）35頁、藤原勇喜「日本の

　不動産登記制度の回顧と展望」登記研究670号

　　（2003年）17頁。

6）法制審議会不動産登記法部会第1回会議（平成

　15年10月3日）配付資料（資料番号なし）「各国

　オンライン申請比較表」。ただし、調査は、各国

　　日本大使館を通じたものであるため、調査の趣

　　旨が正確に伝達されたのかにつき疑念を抱く

　データも存在するとのことであった。

7）後藤・前掲注2）・8頁。

8）七戸・前掲注1）・37頁。

9）法制審議会不動産登記法部会第1回会議（平成

　15年10月3日）配付資料1004「第三者による不

　正登記事件の概要」。

134


